
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し、 

地方税財源の確保を求める意見書（案） 

 

 新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、わが国は、戦後最大の経済危機に

直面している。地域経済にも大きな影響が及び、本年度はもとより来年度において

も、地方税・地方交付税など一般財源の激減が避けがたくなっている。 

地方自治体では、医療介護、子育て、地域の防災・減災、雇用の確保など喫緊の

財政需要への対応をはじめ、長期化する感染症対策にも迫られ、地方財政は巨額の

財政不足を生じ、これまでにない厳しい状況に陥ることが予想される。 

よって、国においては、令和 3 年度地方財政対策及び地方税制改正に向け、下記

事項を確実に実現されるよう、強く要望する。 

 

記 

 

1. 地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般財源総額を確

保すること。その際、臨時財政対策債が累積することのないよう、発行額の縮

減に努めるとともに、償還財源を確保すること。 

 

2. 地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調整機能の両機能が適切

に発揮できるよう総額を確保すること。 

 

3. 令和 2 年度の地方税収が大幅に減収となることが予想されることから、思い切

った減収補填措置を講じるとともに、減収補填債の対象となる税目についても、

地方消費税を含め弾力的に対応すること。 

 

4. 税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築に努めるとともに、

国税・地方税の政策税制については、積極的な整理合理化を図り、新設・拡充・

継続に当たっては、有効性・緊急性を厳格に判断すること。 

 

5. とりわけ、固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹に

影響する見直しは、土地・家屋・償却資産を問わず、断じて行わないこと。先

の緊急経済対策として講じた特例措置は、臨時・異例の措置として、やむを得

ないものであったが、本来国庫補助金などにより対応すべきものである。よっ



て、今回限りの措置とし、期限の到来をもって確実に終了すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、 

経済産業大臣、内閣官房長官、経済再生担当大臣、 

まち・ひと・しごと創生担当大臣 】 

 

 



コンビニ交付サービスを活用した罹災証明書の交付を求める意見書(案） 

 

 気候変動に伴う台風や豪雨等による大規模な水害などが近年頻発し、さらに激甚

化する自然災害に効果的・効率的に対応するため、情報通信技術（ICT）を活用した

新たなサービスを活用することが、社会基盤の構築のために重要である。さらに、

新型コロナウイルス感染症の影響により、災害と感染症に複合的に見舞われる事態

が現実に起こりはじめ、今後、その深刻度が増すことが懸念されるようになったこ

とで、その重要性が一層高まっている。 

 各地方公共団体は、災害対策基本法第 90 条の 2 に基づき、自然災害（風水害、地

震、津波等）などにより家屋などが破損した場合、その程度を判定し証明する罹災

証明書を発行しなければならないが、その証明書の申請も交付も、現状は被災者が

市町村の窓口に赴かなければならない。災害時の移動は困難を極める上、地方にお

いては役所まで車で数十分以上かかる場合もある。さらに災害時には役所窓口の人

手不足も想定されることに加え、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から

も、クラスターを発生させないため、来庁者を減らすことが重要である。 

 よって、国におかれては、下記の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

1. 全国 5 万カ所以上のキオスク端末（マルチコピー機）が設置されたコンビニエ

ンスストアのコンビニ交付サービスを活用して罹災証明書を「交付」できるよ

うにすること。 

2. マイナンバーを活用した罹災証明書のマイナポータル等での「申請」について

は、各地方公共団体がその利用を希望すれば、申請はすぐに実施できる現状に

ついて、周知・徹底を早急に行うこと。 

3. マイナンバーを活用した「被災者台帳」を全国の自治体で作成できるよう推進

すること。 

4. 被災者台帳システム未整備の自治体等が共同利用できるシステム基盤を構築す

ること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：公明党 】 



【 提出先：内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、内閣官房長官、 

内閣府特命担当大臣（防災） 】 

 

 

 



地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意見書（案） 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、これまで取り組んできたデジタル

化の推進について様々な課題が浮き彫りになった。こうした事態を受け、7 月 17 日

に閣議決定された「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計

画」において、我が国をデジタル技術により強靱化させ、我が国経済を再起動する

との考えの下、「国民の利便性を向上させる、デジタル化」「効率化の追求を目指し

た、デジタル化」「データの資源化と最大活用に繋がる、デジタル化」「安心・安全

の追求を前提とした、デジタル化」「人にやさしい、デジタル化」実現のため、本格

的・抜本的な社会全体のデジタル化を進めるとの姿勢を示した。 

また、政府の第 32 次地方制度調査会において、地方行政のデジタル化の推進など

を盛り込んだ「地方行政体制のあり方等に関する答申」が提出され、社会全体で徹

底したデジタル化が進むことで、東京一極集中による人口の過度の偏在の緩和や、

これによる大規模な自然災害や感染症等のリスクの低減も期待できるとして、国の

果たすべき役割について大きな期待を寄せている。 

よって、国においては、地方自治体のデジタル化の着実な推進を図るため、下記

の事項を実施するよう強く要望する。 

 

記 

 

1. 法令やガイドライン等により書面や対面・押印が義務付けられているものにつ

いて、可能な限り簡易にオンラインで実現できる仕組みを構築すること。特に

マイナンバーカードの更新手続について、オンライン申請を実現すること。 

2. 情報システムの標準化・共通化、クラウド活用を促進すること。また、法定受

託事務についても、業務プロセスの標準化を図り、自治体がクラウドサービス

を利用できる仕組みを検討すること。 

3. 令和 3 年度から 4 年度に全国の自治体で更新が予定されている自治体情報セキ

ュリティクラウドについて導入時と同様の財政措置を講ずること。 

4. 今後の制度改正に伴うシステム改修を行う際には、地方の事務処理の実態を正

確に把握するとともに、地方公共団体の負担とならないよう十分な人的支援及

び財政措置を講じること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 



 

【 提出会派：公明党 】 

【 提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、 

総務大臣・内閣府特命担当大臣（マイナンバー制度）、 

厚生労働大臣、経済産業大臣、内閣官房長官、行政改革担当大臣、 

情報通信技術（ＩＴ）政策担当大臣 】 

 

 

 



全企業へ「永久劣後ローン」融資制度の創設を求める意見書（案） 

 

今、天災ともいうべき「コロナ禍」により、日本経済の基盤である企業が大小を

問わず、売上高 30％減、50％減あるいは休業の危機、資金繰りの危機に追い込まれ、

廃業や倒産に追い込まれようとしています。数カ月続けば、運転資金は涸渇します。

今、緊急経済対策として日本政策金融公庫等の金融機関により緊急運転資金の貸し

付けが実行されています。  

ただ、いつ回復するかわからない経済状況下で、長くても数年先には返済が始ま

る融資のみでは、「経営計画（借入返済計画）」は砂上の楼閣となる危機に満ちてい

ます。負債が膨れ上がりバランスシートは確実に劣化します。 

私たちが要望する「永久劣後ローン」融資制度は大小問わず利用可能で、とりわ

け喫緊にその制度を必要とする中小企業が経営計画（経営指針書）のなかで、自信

をもって返済計画を織り込める融資制度となります。具体的には地域金融機関が、

返済期限を定めない「永久劣後ローン」を実行し、その債権を政府と日銀の出資に

より設立された「買取機構」が買い上げるという仕組みを構築し、「擬似資本」を中

小企業に注入することです。中小企業は金利を支払い、長い年月をかけて損失を修

復し、資金に余裕ができたときに元本を一括返済します。 

「買取機構」は「永久劣後ローン」の金利を例えば 2％にすれば 50 年で、4％に

すれば 25 年で元本を回収できますし、さらに中小企業から元本を一括返済されます

ので、国は財政への負担が小さく経済再生に大きな効果を生み出します。地域金融

機関に損害は発生せず、中小企業が債務超過にならないので融資がし易くなります。 

 地域経済の基盤である中小企業の存続を守り、中小企業との共存共栄を図る地域

金融機関を支援し育てることを目的とするものです。 

 よって、国におかれては、次に掲げる事項を実施されるよう強く要望します。 

 

記 

 

1. 全企業へ「永久劣後ローン」融資制度の創設（資金に余裕ができた時に元本一

括返済並びに政府による永久劣後ローンの買い取りする仕組みをつくる）する

こと。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：公明党 】 

【 提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、 

財務大臣・内閣府特命担当大臣（金融）、経済産業大臣、 



経済再生担当大臣 】 


